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　そもそも医学教育は、その国の歴史や文化、そして経済や社会の動向により影響を受けるところが大きい。わ
が国も人口の高齢化と医療の高度化により、国民医療費が増大する一方、経済成長が停滞してこれらを吸収する
ことができず、国民の医療への負担感が大きくなった。その結果、医療の評価に従来からの医師主導のいわゆる
パターナリズムから、患者側の価値観を反映させた全人的な対応を求めるパラダイムシフトが生じている。
　このような視点から、わが国の医学教育も診療能力向上のための臨床実習の充実に重点をおいた改革がすすめ
られている。例えば、CBTやOSCEの実施、さらにはコアカリキュラムなどが導入された。平成16年忌は新し
い医師臨床研修制度が、プライマリケアを中心に幅広い診療能力を有した医師の育成を目指して実施された。し
かし、このような時代と社会のニーズに応えた臨床重視の医学教育改革ではあるが、その実施主体である大学側
の基盤整備が遅れており、多くの課題が生じている。とくに、現場で教育を支えるスタッフへの負担が過重となっ
て、病院医師不足の大きな要因になっているとの指摘もある。
　そこで、ここに3っの対応策を提案したい。まずわが国の医学教育が専門分野に立脚した講座制により構成さ
れており、そのためカリキュラムもかなり分断されている。共通したシラバスを作成し、スタッフを効率的に活
用することが求められる。これには統合的な視点に立った、講座を越えた対応が可能となる教育体制の確立が必
要である。次に、国民医療費を増額しても高度専門医療に手厚くなるような診療報酬の改定である。経営的な余
裕をもってスタッフを確保できなければ、臨床実習の充実や基礎、臨床を融合させた少人数教育といった欧米型
の医学教育への改革は、教育現場に多大な負荷をかけ、内容の充実には結びつかない可能性がある。最後に、大
学病院で医師が安心して働くための、医療リスクに対する支援体制を整備することである。例えば、無過失補償
制度や裁判外紛争処理制度の確立である。行政も病院の医師不足への対応として、漸く医療行為に係わる死因究
明制度の立ちあげに本腰を入れて取り組むようになった。
　これらの提案の実現には多大な困難が予想されるが、大学の方々のご賛同と積極的な取り組みを期待したい。
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